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2025年 9月 23日 

 

インドネシア・プラボウォ政権 1年間の経済政策運営 

～成長と分配のバランス、透明性確保が課題～ 

 

 

公益財団法人  国際通貨研究所 

経済調査部 主任研究員 福地 亜希 

 

インドネシアでは、2024 年 10月のプラボウォ政権発足から 1年を迎える。世論調査

による政権支持率は概ね高水準を維持しているとみられるものの、8月以降、国会議員

の高額手当等を発端とする大規模デモが発生、9月に入り、市場の信認が厚い財務大臣

が解任されるなど、先行きの経済・財政政策運営を不安視する見方が強まっている。 

 

プラボウォ政権の主な経済政策～成長から分配へ軸足がシフト 

プラボウォ大統領は、ジョコウィ前政権のインフラ開発や「下流化」政策1などを通じ

た成長を重視する経済政策を継承する方針を掲げ大統領選で勝利したが、貧困層や低所

得者層を対象とする分配政策への軸足のシフトが鮮明化している。具体的には、低所得

者向け住宅建設プログラムや産業の高付加価値化に向けた「下流化」政策など前政権か

ら引き継いだプログラムに加えて、現政権独自の優先政策として、2025 年 1 月から無

料栄養食（MBG）プログラムを開始したほか、7月には低所得者の支援や経済格差の是

正に向けて全国で約 8万のメラ・プディ村落協同組合2を立ち上げた。 

MBGプログラムについては、8月までに全国の約 2,000万人の児童・未就学児・妊婦

等を対象に実施され、29 万人の新規雇用創出と農家や零細・中小企業など約 100 万人

が経済的利益を享受したことなどを成果として強調している3。なお、大統領直属の諮

問機関である国家経済評議会のメンバーの推計によると、MBG プログラムは、短期的

な経済効果は限られるものの、長い目でみれば貧困層の収入増加や雇用創出などの効果

が見込まれるとされる4。しかし、同プログラムを巡っては各地で食中毒の問題が報告

 
1 未加工資源をそのまま輸出するのではなく、国内で中間財または完成品の加工することで付加価値を高めるとと

もに、雇用創出につなげることを目的とする政策。 
2 メラ・プディ村落協同組合は、組合の新設や既存組織の活性化などにより立ち上げられ、補助金付き液化石油ガ

ス（LPG）ボンベなど生活必需品の販売や預金・融資業務、物流サービス、電気料金収納業務などを手掛ける。 
3 https://setneg.go.id/baca/index/program_makan_bergizi_gratis_sentuh_20_juta_penerima_ciptakan_290_ribu_lapa

ngan_kerja 
4 2025 年の経済成長率への影響は 0.01％～0.26％程度（https://ekonomi.bisnis.com/read/20250324/9/1864092/

ei2025.21 

https://setneg.go.id/baca/index/program_makan_bergizi_gratis_sentuh_20_juta_penerima_ciptakan_290_ribu_lapangan_kerja
https://setneg.go.id/baca/index/program_makan_bergizi_gratis_sentuh_20_juta_penerima_ciptakan_290_ribu_lapangan_kerja
https://ekonomi.bisnis.com/read/20250324/9/1864092/den-dampak-makan-bergizi-gratis-ke-pertumbuhan-ekonomi-tak-besar?utm_source=chatgpt.com
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されるなど、実施体制の改善が課題となっている。 

 

優先プログラムの財源と中銀の独立性を巡る動き 

プラボウォ政権の優先政策の実現に向けた財源としては、債券発行に加えて、国家予

算の再配分や 2025 年に国営企業（SOEs）の持株会社として立ち上げた政府系投資ファ

ンド（ダナンタラ）を通じた SOEs の配当の再投資などが想定されている。予算の再配

分に関しては、削減の対象がインフラや地方開発など中長期的な発展に不可欠な分野が

多く、経済発展を遅らせるリスクなどへの懸念が強まっている。2025 年 1月、「国家・

地方予算執行の支出効率化に関する大統領訓令」に基づき、インフラ整備を担う公共事

業省の予算削減や公務員の出張費抑制などを通じて計 307 兆ルピアを捻出する一方、

MBGプログラムの実施を担う国家栄養庁（当初予算：71兆ルピア）に 100 兆ルピアを

追加で割り当て、171 兆ルピアとした。また、教育予算の多くが MBG プログラムに流

用されている可能性も指摘されている5。 

2025 年 8 月半ばに政府が国会に提出した 2026 年予算案では、MBG プログラムをは

じめ、防衛、食糧安全保障分野など同政権の優先する分野への予算配分が拡充された。

一方、地方交付金が大幅に削減されることが明らかとなり、一部の自治体が、交付金の

減少を補うため、固定資産税の大幅引き上げを打ち出したことも、各地に抗議デモが広

がる一因となった。9月 23日に国会が可決した 2026 年修正予算案では、地方交付金が

当初の 650 兆ルピアから 693 兆ルピアへ増額されたが、2025 年（見込値）の 864 兆ル

ピアに比べて 2 割程度減少することに変わりない。なお、国家栄養庁の 2026 年予算は

268兆ルピア（2025年見込値：116.6兆ルピア）へ倍増した。2026 年の財政赤字は GDP

比 2.68％と 2025年（見込値：同 2.78％）から縮小を見込んでいるが、高い成長率6を前

提とするなど、財政健全化目標の実現性は不透明である。 

こうした中、9月初め、財務省と中央銀行（Bank Indonesia: BI）は政府の優先プログ

ラムの実施に向けたコスト負担スキームで合意した7。具体的には、中銀がセカンダリ

ー市場で国債を購入する（政府が中銀に利息を払う）一方、中銀が政府預金口座に追加

の利息を払うスキームとなっており、使途は①300万戸の住宅建設プログラム、②メラ・

プティ村協同組合プログラム、③その他政府の優先プログラムの財源として活用が想定

されている。なお、中銀が政府預金口座に付与する利息はもともと市場金利より低く設

定8されているが、追加分の水準は明らかとなっていない。 

従来、BI による国債購入は原則セカンダリー市場を通じたもので、中銀の流動性管

理の一環として、法律に基づく措置として正当化されている。コロナ禍では、有事の財

 
den-dampak-makan-bergizi-gratis-ke-pertumbuhan-ekonomi-tak-besar?utm_source=chatgpt.com）。 
5 CELIOS (2025) 
6 前提となる 2026年の実質 GDP成長率は前年比＋5.4％（過去 2年間の平均値：同＋5％）、消費者物価上昇率

は同＋2.5％（同＋1.5％）。 
7 https://www.bi.go.id/en/publikasi/ruang-media/news-release/Pages/sp_2720925.aspx 
8 BI (2025)  

https://ekonomi.bisnis.com/read/20250324/9/1864092/den-dampak-makan-bergizi-gratis-ke-pertumbuhan-ekonomi-tak-besar?utm_source=chatgpt.com
https://www.bi.go.id/en/publikasi/ruang-media/news-release/Pages/sp_2720925.aspx
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政負担の軽減のための一時的措置として、類似のコスト負担スキームが導入されたが9、

今回は平時での同スキームの再導入だけに、中銀の独立性を巡る不安は払拭できない。 

さらに、国会が改正を目指す「金融セクター開発・強化法（2023 年第 4号）」の中で、

BI の役割（マンデート）や総裁およびその他理事会メンバーの評価・解任等に係る国

会の権限に関わる条項も見直しの対象となる可能性が一部で報じられるなど、中銀の独

立性を巡る動きは今後も注視する必要がある。 

 

蓄積する中間層の不満 

8月末に発生した学生や労働者などによる大規模デモは、国会議員の高額手当や一部

議員の失言などが発端とされているが、根底には中間層の所得伸び悩み10などが影響し

ていると考えられる。近年、最低賃金の上昇や安価な中国製品の流入などに伴いフォー

マル部門での雇用が伸び悩む中、インフォーマル部門が雇用の受け皿となっている（第

1 図）。また、実質平均賃金上昇率は最低賃金上昇率を大きく下回っており（第 2 図）、

最低賃金引上げは、低所得層の所得を底上げした一方、中間層の雇用・所得環境の悪化

を招いた可能性がある。 

 

第 1図：就労人口の変化 第 2図：実質賃金上昇率の推移 

  

 

大規模デモの後、ソーシャルメディア上で、政府や国会等に対して、1週間以内に対

処すべき 17 の要求と 1 年以内に満たすべき 8 つの要求から成る「17＋8 項目の人々の

要求（17+8 Tuntutan Rakyat）」11を求める動きが広がった。求める内容は、国会議員の給

与・手当の見直しや労働者の賃金適正化にとどまらず、国軍や警察の対応改善や国会の

大規模改革など多岐にわたる。これを受けて国会は、住宅手当の終了を含む議員手当の

 
9 福地（2022） 
10 福地（2024b）、（2025） 
11 https://rakyatmenuntut.net/ 
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見直しに関する決議12を公表した。プラボウォ政権も、部分的・段階的に対応可能なも

のから順次実施する姿勢をみせているものの、既存の優先プログラムの加速を指示する

など、中間層の要望に応えるような経済政策の軌道修正には至っていない。 

プラボウォ政権は 9月 8日の内閣改造13で、長年にわたり経済・財政政策運営を担っ

てきたスリ・ムルヤニ財務大臣を解任し、新財務大臣に前インドネシア預金保険公社会

長のプルバヤ・ユディ・サデワ氏14を起用した。プルバヤ氏は、財政規律を維持しつつ、

成長を重視し、より効果的な財政政策運営を目指す方針を示しているものの、拡張的財

政政策運営への警戒は根強い。スリ・ムルヤニ財務大臣の解任や中銀の独立性を巡る懸

念の高まりもあり、金融市場ではルピア相場の軟調な推移が続いている。 

こうした中、インドネシア経済学者連盟は 9 月 9 日、7 項目の経済緊急要求15を公表

した（第 1 表）。この中で、無料栄養食や 300 万戸住宅などポピュリズム色の強い大型

プログラムへの予算配分の大幅削減と、教育・保健・インフラ等への合理的な再配分、

BI をはじめとする国家主要機関の独立性・透明性の回復とエビデンスに基づく政策立

案など供給サイドに焦点を当てた成長戦略および改革路線への回帰を求めている。BIに

ついては、大統領の政治プロジェクトへの資金提供を停止すべきと訴えるなど、中銀へ

の政治介入に対する危機感を強めている。 

第 1表：経済学者による 7項目の経済緊急要求 

 

 
12 https://en.antaranews.com/news/378265/dpr-announces-six-points-of-resolution-to-respond-to-peoples-demands?u

tm_source=chatgpt.com 
13 内閣改造では、財務大臣を含む 5名の閣僚を退任した一方、新設の巡礼省の正副大臣を含む 5名（大臣 4

名、副大臣 1名）を任命（https://setkab.go.id/en/president-prabowo-appoints-new-ministers-vice-minister/）。 
14 プルバヤ・ユディ・サデワ（Purbaya Yudhi Sadewa）氏は、政府系証券会社 Danareksa Securitiesシニアエコノミス

トのほか、複数の省庁で経済・戦略・海洋関連の役職などを務めた。 
15 LPEM (2025c) 

要求 主な内容

■ ポピュリズム色の強い大型プログラムを大幅に削減

■ 地方の財政移転の回復

■ 教育・保健・基礎インフラ等へ合理的に再配分

■ 様々な国家機関（中央銀行（BI）、統計局、下院、最高裁判所、憲法裁判所、汚職撲滅委員会、監査

院、検事総長室）への政治介入を排除し、本来の職務に復帰させる

■ BIは、大統領の政治プロジェクトの資金提供者ではなく、独立した中央銀行としての尊厳を回復すべき

■ ダナンタラ（スーパー・ホールディング構想）を中止し、国営企業の市場競争を促す

■ 軍・警察の食糧や社会保障を含む民間分野への関与の見直し

■ メラ・プディ村落協同組合の見直し

■ 投資・事業環境を阻害するTKDN（国産含有率）要件の見直しや地場産業育成、人的資本への投資、

技術移転、インフラ整備など

■ 戦略物資の輸入クオータ等の歪み是正

■ 許認可プロセスの抜本的簡素化、官僚的な手続きの削減、透明性と説明責任を確保

■ 採掘や加工を含む採掘部門における違法事業の根絶

■ 社会保障プログラムの改革・統合、脆弱層の支援・保護、インフォーマル部門の労働者に対する雇用・
基本的な年金保障

■ エネルギー補助金改革（下層中流階級を対象とする現金給付化）

■ 市場メカニズムを通じたコメ・基礎物資の供給と価格の安定

■ 越境型オンライン賭博の取締り

■ 財政の安定性と慎重さを損なうポピュリスト的な政策（無料栄養食、村協同組合計画、下流化、エネル
ギー補助金、ダナンタラなど）の排除

■ プログラム実施前の独立専門機関による規制影響評価（RIA） と監視プロセスを実施

■ 利益相反・レントシーキングの根絶

■ 軍の職務を国防本来機能に限定し文民統治を徹底、公職者の兼職禁止

■ 企業と公務員の間の贈賄文化の根絶

（資料）LPEM(2025c)、各種報道等より国際通貨研究所作成

大規模な予算の
ミスアロケーションの是正

1

国家主要機関の独立性・
透明性の回復

2

3
国家主導の過度な
経済支配の停止

7
制度の質的向上・統治・
民主主義の回復

4
規制・許認可の緩和と
官僚制の簡素化

5 多面的な格差是正

6
エビデンスとテクノクラシー
（技術官僚）的政策決定への

回帰

https://en.antaranews.com/news/378265/dpr-announces-six-points-of-resolution-to-respond-to-peoples-demands?utm_source=chatgpt.com
https://en.antaranews.com/news/378265/dpr-announces-six-points-of-resolution-to-respond-to-peoples-demands?utm_source=chatgpt.com
https://setkab.go.id/en/president-prabowo-appoints-new-ministers-vice-minister/
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インドネシア大学経済経営学部経済社会研究所（LPEM-FEB UI）も 9月初め、社会経

済状況の改善に向けた声明16を公表し、政府に対し、コミュニケーションを通じた国民

の状況のより深い理解と、テクノクラート的かつエビデンスに基づく政策立案・決定プ

ロセスへの回帰を求めた。具体的な措置として、MBG や協同組合など多額の予算を伴

うプログラムの実施に関わるロードマップ策定、地方交付金の削減停止、省庁の新設停

止および官僚機構の合理化などを提案するなど、多方面からプラボウォ政権に対して経

済政策立案・実施プロセスの見直しを求める声が強まっている。 

 

今後の政策運営～成長と分配のバランスが必要 

プラボウォ政権が掲げる、実質 GDP成長率を前年比＋8％以上へ引き上げるという野

心的な目標の実現に向けては、貧困層・低所得層の底上げにとどまらず、製造業や高付

加価値サービス業での雇用創出などによる中間層の梃入れが不可欠であり、成長戦略と

分配政策のバランスが重要と言える。フォーマル部門での雇用拡大には、事業許可証の

発行や投資手続きの簡素化などビジネス環境改善や規制緩和に加えて、人的資本への投

資などを通じたサポートが求められる。また、国債発行などを通じた財政赤字のファイ

ナンスには国際的な信認の維持が不可欠であり、財政規律や政策の透明性などに配慮し

た政策運営が期待される。 

以 上 
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